III Limits and Tasks of Environmental Management : The Environmental Policy of Companies in Japan (3) by 寺田 良一
1.はじめに
総合都市研究第73号 2000
E 環境マネジメントの限界と課題
一事業所の環境対策に関する調査(その 3)一
2.事業所の環境対策の諸側面とその要因
3.環境対策のきっかけ要四
4.環境対策と環境規制制度の問題認知
5.むすびにかえて
23 
寺田良一*
要約
電機・電子機器の事業所を対象とした環境対策に関する統計的調査から、事業所の環境
対策を促進したり遅滞させたりする諸要因を分析する。もっとも顕著な要因は、事業所の
規模であり、規模の大きい事業所ほど、特に「省エネ設備」設置など「設備型j環境対策
や、「社内環境規定」策定、「従業員の環境教育」など「環境管理システム構築型」対策に
おいてより進んだ対策を講じていた。その理由として、大規模な事業所ほど海外と取引関
係を持ち、 IS014001などの国際環境規格取得のメリットがあったり、それに関する情報を
業界団体等から得ていることなどが推測された。
一方小規模事業者は、取引先が国内に限られたり、有害廃棄物を排出するような製造工
程を持たない等の理由により、「設備型」環境対策や、 IS014001取得のような「環境管理シ
ステム構築」においては遅れをとっているが、廃棄物や梱包材の削減、用紙回収やリサイ
クル、節電といった「非設備型・節約型」環境対策においては、大規模事業者とも大差な
いほど対策を講じていることが示された。
大規模事業所を典型とする「環境管理システム構築J的環境対策が採られている事業所
では、「家電リサイクル法Jなど最新の環境規制制度に関する情報は相対的に多く、その対
策の必要性についてもより広く認識されているが、現実の対応としては積極性を欠いてい
る場合が多い。また、有害廃棄物対策等においても、管理票の使用などシステム化や組織
化においては一歩先行しているが、実際の廃棄物削減や現場確認などの環境対策は、十分
とはいえない。そうした点に、現在の環境規格の限界ないし課題があり、より大きなイン
センテイブや厳格な責任を課す「拡大生産者責任j等の制度化の必要性があるといえる。
本都留文科大学文学部・東京都立大学都市研究所非常勤研究員
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1.はじめに
これまでの企業の環境対策は、その経緯を振り
返ると、およそ三段階に分けることができる。第
一は、 1960年代の公害問題深刻化の時期に要請さ
れた、公害対策関係法や排出基準の道守を中心と
した「公害対策J(いわゆる「エンド・オブ・パイ
プ」の対策)である O 第二は、 1970年代半ばの「石
油ショックJのはじまる資源・エネルギー危機に
端を発した「省エネ、省資源対策」を中心とした
段階である。省エネや省資源対策は、汚染物質対
策とは性格を異にし、またその目的として、環境
対策というよりも、資源・エネルギー危機(価格
高騰)への経営的対処という側面も強かった。し
かし、この段階での一定の成果は、今日の温暖化
対策や環境負荷削減と経営の両立という環境マネ
ジメント理念にもつながる性格も持っている。
そして現在も続く第三段階は、 1980年代末以降
の地球温暖化、オゾン層破壊、有害廃棄物の越境
異動等、いわゆる「地球環境問題」への対応や、
「グリーン・コンシューマー運動」などにより、企
業の環境行動が監視され、購買行動に影響を及ぼ
すまでに成長した市民や自治体の環境意識などに
促された、企業の「環境マネジメント」の段階で
ある。本報告での山田論文に詳述されているよう
に、 1990年代に入り、 EUを中心に進展した
rEMAsJ、より広範な国際機関である国際標準化
機構による rIS014001Jなどの環境マネジメン
ト・システムの国際規格化が進んだ。北欧、 ドイ
ツなど環境先進国の多いEU諸国への製品輸出をに
らみ、また環境意識の高まった消費者に「環境に
やさしい」企業イメージをアピールするといった
経済的インセンテイブにも促されて、企業の
rIS014001J認証取得や自主的な環境マネジメン
ト・システム構築の動きは、ここ数年急進展して
きた。
IS014001国際環境規格の取得企業数に関して
は、現在3000社以上が認証を受けている日本が世
界ーであり、またその先頭を切ったのは、当初取
得金業の半数を占めた電機・電子産業であった。
その理由は、電気・電子産業はEU等への輸出のウ
エイトが大きい産業であること、 80年代には、 IC
産業による有機塩素溶剤汚染や、フロンガスの多
用等が問題となり、産業全体として対応を迫られ
ていたことなどがあげられる。本研究が電機・電
子機器事業所を調査対象とした理由のひとつもこ
こにある。
IS014001を典型とする企業の環境マ、ネジメン
ト・システムがこれまでの企業の環境対策と異な
るのは、それが法的規制や行政指導によって義務
づけられたり、強制されたものではない点である。
各企業は、規格に定められた様式にしたがって、
まず業務に伴う環境関連項目の洗い出しからはじ
め、成文化された目標設定、責任主体を明確化さ
せた執行体制、従業員教育、チェック体制のシス
テム化、具体的な是正方法など、独自の環境マネ
ジメント・システムを構築し、認証を受ける O い
ち早く導入したいくつかの企業では、法的規制基
準を受身的にクリアするだけでなく、企業の自主
的な環境対策をスパイラルに発展させていく新し
い形のシステムとして、環境負荷低減のみならず
経営的観点、からも少なからぬ成果があったと報告
されている。
その一方、特に最近、取得する企業が初期の先
進的な環境マインドを持った企業から、「パスに乗
り遅れるな」的な感覚で取得をめざす企業にまで
及ぶにつれて、国際取引上やむを得ず取得するよ
うな中身の伴わない形式的な取得や、環境負荷を
改善するための取得というより企業イメージづく
りのための自己目的化した取得が増えたとの批判
も出ている。さらに取得企業には大企業が多く、
取得したくとも不況化で中小企業にとっては認証
経費負担が過重であるとか、小規模企業組織では
文書化や担当部局の新設が困難である割に、取得
のメリットが少ないなど、問題点が指摘されはじ
めている。
1990年代以降の企業の新たな環境対策の効果を
判断するには、もう少し時間をおかなければなる
まい。しかし「ブーム」ともいえるIS014001取得
企業の急増があり、大企業を中心としてシステム
的な環境対策が整いつつある一方で、相変わらず
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国内外の産業廃棄物、有害廃棄物の不法投棄、不
適正処理等の問題は、いっそう深刻化しているの
も事実である。 2000年4月に発覚したIS014001取
得済みの水処理機械メーカー、荏原製作所による
ダイオキシンを含む汚水の漏出事件により、この
規格の審査段階でそうした不適切な汚水管の接続
が発見されなかったという事実が明らかになった。
われわれの聞き取り調査の中で明らかになった例
をあげれば、長野県 I村の産業廃棄物焼却施設で
は、 94年ごろから廃パソコンの不適正な焼却によ
る排煙により隣接する O村の住民に被害を及ぼし
ていた。 98年に焼却灰を隣接するダム湖に不法投
棄していたことが露呈し、また廃パソコンの排出
元がIS014001の取得企業であったため、住民側が
強く抗議し、搬入が中止された事件があった。こ
れらの例にもみられるように、 1990年代の「環境
ブーム」の中で、「環境にやさしいj企業や商品の
イメージづくりやIS014001規格取得は、多くの企
業がめざすところとなったが、それだけでは、産
業廃棄物、有害廃棄物の不法投棄・不適正処理問
題は解決しない。本報告の堀畑論文でもふれられ
るように、「拡大排出者責任J等のより厳格な廃棄
物規制の制度化が同時に必要である。
本稿の目的は、調査対象となった事業所が、ど
のような要因でどのような環境対策を講じたり講
じなかったりするのかを明らかにすることである。
本報告では、主な説明変数として事業所規模、海
外との取引の有無、下請け関係、きっかけ要因等
を用い、事業所の環境対策の諸側面として、製造
工程、製品の環境負荷等、事業所内外の環境活動、
廃棄物管理、環境マネジメント・システム構築、
「家電リサイクル法Jなど法的規制の認知度等に分
類して聞いている。
結論を先取りすれば、環境対策の実施の主要な
要因となっているのは、事業所の規模である。容
易に想像できるように、大企業ほど環境関連の設
備投資やIS014001の認証取得に投資する経済的・
人的資源は豊富であり、消費者に対する企業イメ
ージの重要性も大きく、国際的取引の機会も多い
ので国際的な環境規格の取得が功を奏する機会も
多い。しかしながら、このことからただちに「大
規模な企業ほど環境にやさしい」と結論づけるこ
とはできない。というのは、ひとつには、大規模
事業所ほど有害廃棄物の排出などの点で一般に環
境負荷が大きいからであり、もうひとつは、大規
模事業所に特徴的な環境対策項目が、設備型対策
やシステム構築であり、実際の負荷削減において
は事業所規模による差はより小さくなるからであ
る。そうした観点から、環境マネジメント・シス
テム化の限界ないし課題を探っていきたい。
2.事業所の環境対策の諸側面とその要因
本調査で開いた環境対策の諸側面は、製造工程、
製品の環境負荷等、事業所内外の環境活動、廃棄
物管理などであるが、比較的実施事業所の多い項
目を列挙すると以下のようである。
(I)製造工程における環境対策
「廃棄物の削減やリサイクルJ(43.6%) 
「有害廃棄物の適正処理や管理J(29.5%) 
「省エネ型設備の導入J(28.2%) 
「水の再利用・節水システムJ(7.4%) 
(2)製品に関する環境対策
「梱包材の削減J(51.0%) 
「寿命の長い製品づくりJ(28.9%) 
「省エネ型製品の製造J(19.5%) 
「再生材原料の使用J(10.1%) 
(3)事業所内外の活動における環境対策
「休憩時間中の機器の電源切断J(70.8%) 
「使用済み用紙の回収・再資源化J(47.0%) 
「従業員への環境教育や講習J(21.8%) 
「他企業と協力した環境対策の実施J(17.8%) 
「社内向けの環境規定の整備J(15.4%) 
(4)産業廃棄物管理
「適正処理のための推進部署(責任者)の設置」
(22.5%) 
「処理業者の処理方法や最終処分場などの現場確
認J(18.5%) 
「排出する産廃すべてに廃棄物管理票を適用」
(18.1%) 
26 総合都市研究第 73号 20∞
表1 事業所規模と環境対策実施項目数(中央値)
製造工程対策 製品対策 内外の環境活動
19人以下 0.42 0.46 0.84 (n=149) 
20-39人 0.78 0.54 1.33 (n=66) 
40-99人 1.10 0.84 1.50 (n=41) 
100人以上 主鐙 1.06 ネ87 (n=41) 
一一『ー一一一ーー一一一ーーー一一一ーー一一ーーーーーーーー一一一一一一ーーーーー一一一ー一一ーーーー
A口、言d"iト 0.68 0.60 1.19 (n=29η 
表2 事業所規模と製造工程での環境対策(各項目の「実施しているJ%) 
省エネ型設備水の再利用 C02抑制 廃棄物削減 原材料考慮 有害廃棄物
リサイクル 適正処理管理
19人以下 23.5 2.0 0.7 30.2 15.4 22.1 (n=149) 
20-39人 27.3 7.6 1.5 47.0 25.8 28.8 (n= 66) 
40-99人 29.3 4.9 2.4 58.5 19.5 34.1 (n= 41) 
100人以上 強& 鐙& 盟主 70.7 24.4 堕之 (n=41) 
一一ー一一一一ー一一一一司一一一一四一一一一ー一一一一ーー一一一一ー一一一一一一由一一一一一一一ー一ーー一一一一一ーーーーー一一一一一一----ーー一一
合計 28.3 7.4 3.7 43.4 19.5 29.6 (n=29η 
表3 事業所規模と製品に関する環境対策(各項目の「実施しているJ%) 
寿命の長い製品 省エネ型製品 梱包材の削減 再生材原料の使用
19人以下
20剖人
40-99人
27.5 
27.3 
34.1 
12.8 
19.7 
24.4 
48.3 
50.0 
46.3 
5.4 (n=149) 
12.1 (n= 66) 
9.8 (n= 41) 
100人以上 29.3 39.0 65目9 22.0 (n= 41) 
合計 28.6 19.5 50.8 9.8 (n=29η 
ここではまず、これらを事業所規模別にみてい
こう。表1は、「製造工程」、「製品J、「事業所内外
の活動」の環境対策項目における実施項目数を規
模別に示している O 一般に企業規模が大きいほど
対策が講じられる傾向があるが、とりわけ環境対
策としては設備投資が必要となる「製造工程」で
差が顕著である。また、「事業所内外の活動」にお
いても、環境管理のシステム化の側面でとりわけ
事業所規模による差が顕著になる。無論、後に表
5で示すように、大規模事業所ほど有害物質を使
用する傾向にあるので、このことからただちに大
規模事業所の方が環境負荷が少ないとはいえない。
以下に示すように、各領域の中でも、項目により
かなりの差がみられる。
表2は、製造工程における環境対策を事業所規
模別に示したものである。全般に事業所規模が大
きいほどより対策が講じられる傾向が読み取れる
が、特に、「省エネ設備」、「水(処理水等)の再利
用」、 rC02の排出抑制」といった、多額の設備投
資を要する対策、あるいはスケール・メリットの
ある対策においてその傾向がより顕著で、ある O そ
れに対して、「廃棄物の削減やリサイクル」、「環境
負荷の小さい原材料の考慮」といった、設備投資
よりも創意工夫や倹約の心がけがものをいう項目
においては、規模別の差は小さくなっている。
表 3は、製品自体に関する環境対策について、
事業所規模別に示したものである。やはり対策に
設備投資を伴う「省エネ型製品の製造」、「再生材
原料の使用」において100人以上の事業所の割合が
相対的に高くなっているのに対し、節約型の「梱
包材の削減」、「寿命の長い製品づくり」において
は、差はあまり見られない。全体として、設備や
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表4 事業所内外の活動での環境対策(各項目の f実施しているJ%) 
従業員環境用紙回収 休憩時間 環境規定 他企業と
教育 再資源化 電源切断 の整備 協力
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表5 産業廃棄物管理(各項目の「実施しているJ%) 
産廃部署 管理票 産廃処分 特別管理型廃棄物削減
設置 使用 現場確認 産廃排出なし計画実施
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システムの要因が大きい「製造工程」や「内外の
環境活動」に比べて、製品そのものの環境対策に
おいては事業所規模の差は小さい。
表4に示した「事業所内外の活動での環境対策」
においても、同様の傾向が読み取れる。「用紙回
収・再資源化」、「休憩時間中の電源の切断jの二
項目においては、事業所規模別の差は小さしか
なり広範に取り組まれていることがわかる。こう
した、いわば「非設備型・節約型・実利型jの環
境対策は、設備投資やシステム化がさほど必要な
く、企業イメージよりも、より直接的に経済的に
も利益がある環境対策であるゆえに、多くの中小
の事業所にも採用するメリットがあるのであろう。
それに対して「従業員に対する環境教育j、「社内
の環境規定の整備j、「他企業との協力」といった
ソフト面、人材・組織の動員、文書化やシステム
化等が必要とされる対策においては、大規模事業
所で実施率が高い。
表5では、産業廃棄物管理についてみているが、
「産廃管理の部署(責任者)の設置」、「管理票(マ
ニフェスト)の使用」、「処理場、処分場の現場確
認jといった点においては、大規模事業所の実施
率が50%台から60%台と相対的に高い。この点だ
けをみると、一見大規模事業所が産業廃棄物対策
により積極的であるかのようにもみえる。しかし
ながら、大規模事業所では、製造工程で多くの場
合有機溶剤や重金属がかなり大量に使用されるの
に対して、組立工程などを中心とした小規模事業
所は、表5にみるように「特別管理型産業廃棄物
の排出」が28.1%にとどまっている。一方、大規
模事業所では71.1%がそれを排出していることが
わかる。大規模事業所は、その規模の大きさと有
害物質の扱い量の多さを考慮すれば、 5割、 6割
といった対策実施率でも決して十分とはいえない。
大規模事業所は、相対的に「廃棄物削減」にも取
り組んでいるが (24.4%)、「部署の設置j、「管理
票jといったシステム構築に比べると、マテリア
ル・ベースの削減など具体的な廃棄物対策は進み
方が遅く、不十分だともいえる。
表6、表7では、海外に取引先をもっ事業所か
否か、下請け企業かの別に環境対策実施項目数を
比較している。事業所規模別ほど明確な差異では
ないが、下請け企業より元請けや独立企業が、国
内でのみ取引している企業よりも海外に取引先を
もっ企業の方が、環境対策実施項目数が多い。事
業所規模別ほどの差異が出ないのは、下請けか否
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表6 下請け企業と環境対策実施項目数(中央値)
製造工程対策 製品対策 内外の環境活動
下請け
非下請け
0.50 
a盟
0.33 
a盟
1.13 
1.32 
(n=131) 
(n=1l6) 
不詳 O.回 0.66 1.01 (n=51) 
合計 0.68 0.60 1.19 (n=298) 
表7 海外取引の有無と環境対策実施項目数(中央値)
製造工程対策 製品対策 内外の環境活動
海外取引あり 0.73 0.72 1.26 (n=149) 
国内取引のみ 0.63 0.51 1.10 (n=141) 
合計 0.68 0.60 1.19 (n=290) 
表8 事業所規模と下請け企業、海外取引の有無(%)
下請け企業 非下請け企業海外取引あり 国内取引のみ
19人以下 呂J! 29.5 44.1 Q丞皇 (n=149) 
20-39人 43.9 39.4 49.2 50.8 (n=66) 
ω-99人 31.7 51.2 62.5 37.5 (n=41) 
100人以上 24.4 61.0 盟主 29.3 (n=41) 
合計 44.1 39.1 51.6 48.4 (n=29η 
かについては、「不詳」の回答がかなりあり、定義
そのものがやや明確さを欠いていることや、下請
け企業であっても、元請け企業からの指示があっ
て環境対策に取り組むケースもあるので、効果が
相殺されている場合があるからであろう O 海外取
引の有無については、「ありjの場合も全体に海外
との取引の比重が小さいためだと考えられる。表
8に示すように、小規模事業所ほど、国内取引の
み、下請け企業である場合が多くなるので、環境
対策の多寡には、事業所規模、下請けか非下請け
か、海外と取引があるかといった諸要因が相まっ
て作用していると思われる O
この節の知見は、以下のように要約できる O 大
規模事業所で独自に商品製造や開発を行い、海外、
とりわけ環境マネジメントの進んだEU諸国などを
輸出先としている場合、現地の環境管理規格に適
合していることが輸出の条件となろうし、また消
費者に対しでも、「環境にやさしいJ商品、企業の
イメージづくりの重要性は大きい。それゆえ、一
般に大規模事業所ほど実施している環境対策項目
は多い。とりわけ大規模事業所に特徴的な項目を
みると、「省エネ設備の設置」ゃ「水(処理水等)
の再利用」といった設備型の対策と、「社内環境規
定の整備」、「従業員への環境教育」、「有害廃棄物
の適正管理」といった文書化、組織化された「環
境管理システム構築jに関連する項目で高くなっ
ている。半面、設備やシステム整備はさほど必要
なく、比較的経済的にもベイしやすい節約型の項
目では、中小規模の事業所との差は小さくなって
いる。一般に、大規模事業所のほうが有害廃棄物
の排出量など全体としての環境負荷は大きいので、
実施項目数が多いことから、ただちに大規模事業
所のほうが「環境にやさしい」と結論づけること
はできない。
一方小規模事業所は、全般に実施している環境
対策の項目は少なしとりわけ社内の環境管理の
部署や役職の選任、公式化、文書化されたマネジ
メント・システム構築においては遅れをとってい
る。半面、経営的、経済的なメリットも期待でき
る省エネ、省資源の活動等においては、大規模事
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業所にさほど引けを取っておらず、「梱包材削減J、
「休憩時間の電源の切断」など「非設備型・節約型j
の項目においては、大企業と同等かそれ以上の実
施率を示している。小規模事業所においても、実
施しやすいことはすでにかなり実施されていると
もいえる。と同時に、今日的な意味での、よりシ
ステム化された環境管理を拡充するには、小規模
事業所は人材、組織、経済的余裕など、多くの点
で課題を抱えていることが窺える。
3.環境対策のきっかけ要因
次に、事業所はいかなるきっかけから環境対策
を講じるようになったのか、またきっかけの違い
によって、講じられる環境対策にどのような差異
が現れるのかを考察していきたい。
表9と表11は、事業所が環境対策を実施するき
っかけとなったもの(単一回答)を、規模別、海
外取引の有無の別に示している。まず全体をみる
と、「国内の公害・環境問題の深刻化」が16.2%で
やや多いが、以下、「国際的環境規格(18014001
等)の普及J(13.8%)、「市民の環境意識の向上j
(12.1%)、「各種環境法の策定J(10.8%)、「他企業
からの影響J(10.4%)がほぼ横並びに続く。
ここでも事業所の規模がより大きな要因となっ
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ている。 100人以上の事業所においては、 41.5%が
「国際的な環境規格」をあげており、取引先や元請
け企業などと考えられる「他企業の影響」が
19.5%でそれに続く。また、海外との取引の有無
でみると、当然ともいえるが、海外取引のある事
業所で相対的に「国際環境規格Jが高くなってい
る。これらの結果から、大規模事業所を中心とし
た海外との取引のある企業が国際競争や輸出の便
宜のために国際環境規格の取得を試み、その結果
連鎖的に他の国内の取引先や関連企業にも「グリ
ーン調達」ゃ環境規格の取得を求めるなどして、
環境対策の推進を導いているように思われる。
一方、中小規模の事業所では、「市民の環境意識
の向上」ゃ「国内の公害問題の深刻化Jといった、
重要ではあるが今日的な企業の環境管理からすれ
ばやや古いきっかけをあげている。環境問題の重
要性自体は意識されているにせよ、企業の自主的、
内発的な環境負荷の低減活動を生産活動の中にビ
ルド・インしていくという「環境マネジメント」
的な発想が一般に中小規模の事業所にはまだ定着
していないので、単一回答できっかけを聞いたこ
の質問には、「市民の環境意識jや「公害問題」が
選択されたと思われる。中規模事業所では、「環境
法の施行」という制度的な規制をあげる企業が相
対的に多い。
市民意識
表9 事業所規模と環境対策のきっかけ(%)
環境法 囲内の 国際環境 他企業
公害問題 規格普及 の影響
企業イメー ジ
の向上の向上
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?
?
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?
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合計 12.1 10.8 16.2 13.8 10.4 (n=29η 7.1 
表10 海外取引の有無と環境対策のきっかけ(%)
市民意識 環境法 国内の 国際環境 他企業
の向上
企業イメー ジ
の向上
海外取引あり 盆斗
公害問題 規格普及 の影響
立A 4.7 10.1 17.4 10.1 (n=149) 
国内取引のみ 14.2 8.5 14.9 10.6 10.6 9.9 (n=141) 
合計 12.1 10.3 16.2 14.1 10.3 7.2 (n=290) 
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次に、表11、表12に環境対策のきっかけの違い
が、実施される環境対策にどのように反映される
のかをみて行こう。表11は、環境対策のそれぞれ
の分野における実施項目数を示したものであるが、
全体として「国際環境規格」、「囲内の環境法」を
きっかけとしている事業所で相対的に実施項目数
が多く、「公害問題」、「企業イメージ」、「市民の環
境意識Jをあげた事業所は少ない。表12に、主な
環境対策の項目の実施割合をみると、「休憩時間中
の電源切断」、「用紙回収・再資源化」、「梱包材削
減」など、中小事業所でも実施率の高かった「非
設備型・節約型jの対策ではきっかけ別の差があ
まりないのに対し、「有害廃棄物の適正管理J、「従
業員の環境教育j、「社内の環境規定の整備」とい
った「環境管理システム構築型Jの対策項目にお
いて、より顕著な差がみられる。後者で高い実施
率を示すのは、「国際環境規格」、「環境法jをきっ
かけとしてあげた事業所である。「国際環境規格j
をきっかけとした事業所は、輸出の関係もあって
か「梱包材削減」の実施率も 8割と群を抜いて高
い。「他企業からの影響J、「企業イメージ」をきっ
かけとして選択した事業所は、概して実施率は低
く、受身的、非主体的な姿勢が窺われる。
環境対策実施のきっかけとして「国際環境規格」
をあげた事業所が、実施数においても内容的にも
積極性がみられたが、表13に示したように、当然
表11 環境対策のきっかけと環境対策実施項目数(中央値)
製造工程対策 製品対策内外の環境活動
市民意識の向上 0.56 0.54 1.18 (n=36) 
環境法の施行 L盟 0.67 L鑑 (n=32) 
囲内公害問題 0.88 0.72 1.00 (n=48) 
国際的環境規格 1.19 0.88 1.87 (n=41) 
他企業からの影響 0.65 0.50 L堕 (n=31) 
企業イメージ 0.69 0.75 1.21 (n=21) 
一一一一ー一一一十一一一一←一一一一一一ー一一一一一一一一ー一一一一一一一一一一一ー一一一一一一日ー一ー一一一一
合計 0.68 0.60 1.20 (n=298) 
表12 環境対策のきっかけと主な環境対策(%)
有害廃棄物寿命の 梱包材 従業員の 用紙回収 休憩時間 環境規定
適正管理 長い製品 削減 環境教育 再資源化 電源切断 整備
市民意識の向上 19.4 36.1 50.0 16.7 41.7 80.6 2.8 (n=36) 
環境法の施行 盟Jl 34.4 43.8 邑& 56.3 75.0 包主 (n=32) 
国内公害問題 33.3 37.5 54.2 16.7 43.8 79.2 10.4 (n=48) 
国際的環境規格 必会 19.5 姐卓 鍾& 61.0 73.2 謹，Q (n=41) 
他企業からの影響 16.1 
企業イメージ 33.3 
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合計 29.5 
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表13 18014001取得(予定)と環境対策のきっかけ(%)
国内の 国際環境
公害問題 規格普及の向上
他金業
の影響
企業イメー ジ
の向上
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表14 環境対策のきっかけと環境対策の情報源(%)
マスメディア行政の指導 業界団体・取引先
市民意識の向上 益J! 19.4 50.0 (n=36) 
環境法の施行 15.6 37.5 43.8 (n=32) 
国内公害問題 担♀ lO.4 50.0 (n=48) 
国際的環境規格 4.9 9.8 73.2 (n=41) 
他企業からの影響 6.5 16.1 且♀ (n=31) 
企業イメー ジ 9.5 28.6 包乏 (n=21) 
合計 14.1 17.4 53.0 (n=298) 
ながら、 18014001の取得(予定)事業所がより大
きな割合でそれをきっかけとしてあげたことが確
認できる。「取得予定なし」、 fl8014001規格をよ
く知らないj事業所においては、「市民意識」、「公
害問題J、「企業イメージ」をきっかけとしてあげ
た事業所が相対的に多く、これらの事業所には
「国際環境規格」の存在(理由)がまだよく認知さ
れていないことがわかる。「他金業の影響」をあげ
た事業所は、認知はしており取得(予定)の場合
も多いにもかかわらず、やや主体性を欠き「つき
あいjでやっているがゆえに「他企業の影響jと
回答したものと考えられる。
表14は、環境対策のきっかけの内実を別の角度
から見るために、環境対策の情報源とクロス集計
したものである。いずれの場合も、情報源として
「業界団体・取引先」のウエイトが大きいが、「市
民意識」、「公害問題」をきっかけとしてあげる事
業所では情報源としての「業界団体・取引先」が
相対的に小さく、代わって「マスメディァ」の比
重が大きい。「環境法Jをあげる事業所では、相対
的に「行政の指導Jが大きなウエイトを占める O
これらの回答は、そう回答した事業所にとって
「マスメディア」や「行政」の存在が特に大きいと
いうより、相対的に業界団体等の情報ネットワー
クが小さい事業所だということであろう O 表には
掲げていないが、小規模事業所ほど「マスメディ
アJが多く「業界団体」が少ないことは、事業所
規模と情報源とのクロス集計からも確認できる。
したがって、小規模事業所は、概して業界団体等
の専門的情報源へのアクセスが少なく、その分を
マスメディアに依拠するため、「国際環境規格」の
ような最近の動向をフォローする機会も小さいと
想像できる。
一方、きっかけとして「国際環境規格」、「他企
業の影響j、「企業イメージ」をあげる事業所にお
いては、「業界団体・取引先」を情報源としてあげ
るものが多いが、そこから来る最新の環境対策情
報を積極的に受け止め対応する姿勢と、受身的に
対応する姿勢の差が、きっかけの差になっている
ものと思われる。
この節でみたように、環境対策のきっかけ要因
においても、「国際的環境規格」ゃ「環境法」を意
識して環境対策を講じた事業所は、事業所規模と
同様、特に「環境管理システム構築」に関する項
目で高い実施率を示している。確かに「国際的環
境規格」の取得は、否応なく企業の内的イニシア
テイプに基づいた環境対策を促しているが、表5
に示したように、廃棄物対策などにおいてそうし
た対策がどれほど実効的な環境負荷低減活動にな
っているのかについては、多いに検討の余地があ
る。その意味で、事業所の環境対策をより実効的
なものにしていくための「拡大生産者責任jを原
則とした廃棄物法制のような規制制度の充実が同
時に必要である。次節では、それらの点に関する
事業所の問題認知を考察していきたい。
4.環境対策と環境規制制度の問題認知
2節で大規模事業所の環境対策を論じた際に、
その環境管理システム構築における先進性と、廃
棄物の適正な処理・処分、原料など実際の環境負
荷低減対策における不十分さを指摘した。それと
同様に、表15に示すように、 18014001規格の取得
(予定)事業所も、明らかに管理システムの精級化、
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表15 IS014001取得(予定)と産業廃棄物管理(各項目の「実施しているJ%) 
産廃部署 管理票 産廃処分 廃棄物削減特別管理型
設置 使用 現場確認 計画実施 産廃排出なし
??? ? ?
?
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????
?
?
?
?
?
?
?
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? ?
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????????? ?
合計 22.9 18.4 17.7 8.8 58.9 (n=288) 
マニフェスト制の採用、チェツクシステムの確立
などにおいては半数弱程度が「実施している」と
答えている。しかしここでも、産業廃棄物の現場
での処理のされ方の確認や実際の削減計画の実施
については、 2割から 3割代の実施率であり、実
際に特別管理型の有害廃棄物を排出している事業
所が7割近くあることを考えると、決して十分と
はいえない現状である。
こうした結果にみられるのは、各企業の「自主
的なJ(絶対的な「排出基準」などが存在しない)
環境マネジメント・システムの限界である。
18014001国際環境規格も、その急速な普及と底辺
の拡大に伴って、少し意地悪くいえば「できると
ころから(取得の容易な事業所サイトだけに限定
するなどして)J取得したり、かなり恋意的に設定
された環境目標を遂行する、自己満足的な「環境
管理システム」に堕落する危険性さえある。 2000
年 7月に起こった雪印乳業等の細菌混入事件で、
米国の宇宙計画に端を発する厳格な衛生管理規格
として知られてきたHACCP(ハサップ)規格が、
ほとんど機能していなかったことが露呈したのも
示唆的である O 環境規格の形骸化を回避するため
にも、 ドイツの「包装廃棄物回避の政令」等に具
体化された「拡大生産者責任」の考え方やアメリ
カの「スーパー・ファンド再授権法・地域社会の
知る権利法」に規定された「有害物質排出記録
(TRI) Jの情報公開制度等が必要で、ある。本節で
は、そうした新しい環境規制制度の認知度を考察
したい。具体的には、廃棄物問題をより上流(生産
者、排出者)に遡って解決しようとする「家電リサ
イクル法」、「拡大生産者責任」原則の導入が検討
されている「改正廃掃法J、アメリカのTRlに対応
する、 1999年に制定された「化学物質管理法jに
基づく「汚染物質排出移動登録(PRTR)制度Jに関
して、事業所規模、海外取引の有無、 18014001取
得、きっかけ要因との関連を考察していきたい。
表16から表18には、事業所規模別の問題認知が
示されている。大規模事業所では相対的により広
く認知され、小規模事業所では「よく知らないJ
が増加する傾向にある。しかし、「積極的に対応し
ているJは大企業でも少なく、「家電リサイクル法」
で12.5%、「改正廃掃法」で34.1%、rPRTRJで
20.0%にすぎない。業界として比較的認知度の高
い「家電リサイクル法」に対しでさえ、半数近い
企業は模様眺めの状態である。「改正廃掃法」、
rPRTRJに至っては、過半数の事業所はその内容
さえ知らないのが現状である。
表19から表21には、海外取引の有無から同じ事
表情 事業所規模と「家電リサイクル法」への対応(%)
積極的に
対応
対応は 対応未定 よく知らない
必要
19人以下
2か39人
3.5 
1.8 
19.7 
24.6 
46.5 
坦丘
(n=149) 
(n=66) 
通4
19.3 
、 、 ， ? 、 ? ，
?
、 ? ，
?
? ?
??
??
?， ?
?
?
????
?
??
? ?
?
?
??
?
??
? ?? ????
? ?
?
??
?? ??
??
?
???
??
? ????
?
?
? ?
? ?
? ????????
?
〉
?
?
? ??
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表17 事業所規模と「改正廃掃法」への対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
一一一ー一一一一一ーーーーーーーーーー一一一一一一一ーーー一一一一ーーー一一一ーーー一一ーーーーー-ーーー』ー
19人以下 0.7 10.9 29.9 盟主 (n=149) 
20・39人 l.7 13.3 33.3 旦之 (n=66) 
40-99人 7.3 益ι皇 22.0 43.9 (n=41) 
100人以上 話，1 17.1 22.0 26.8 (n=41) 
一一一一ーーーーーーー司---ー一一一一一一一一ーーーー一一一一一ーー一一一---一一ー由干一一一ー--ー一一
合計 6.8 14.6 28.2 50.4 (n=29η 
表18 事業所規模と rPRTRJへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
、 、 ， ，
?
、 ?
?
、 ? ，
?
、 ? ， ? ?
????
???
? ??
?
??
?
? ? ? ? ?
????????
? 。 ? ?
???
? ? ?
?
??
?
?
? ?
?
? ?
? ?
??
??
?
??
?
??
? ? ? ? ?
? ??
??
???
?
?
? ?
?
ヮ ?
『????? ??
??
??
??
??
? 、
? ?
?
↑?
? ?
合計 5.0 10.5 27.3 57.5 (n=29η 
表19 海外取引の有無と「家電リサイクル法」への対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
海外取引あり
圏内取引のみ
8.3 
0.1 
24.1 
23.8 
48.3 
46.9 
19.3 
盤占
(n=149) 
(n=142) 
合計 4.7 24.0 47.6 23.2 (n=290) 
表20 海外取引の有無と「改正廃掃法Jへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
、 ，
?
、 ?
?
? 、 、 ，
?
??
? ?
? ? ?
?
? ?
? ?
??
? ? ? ? ???
?
??
???
?
? ??? ? ????? ??
?? ? ?
??????
?
??
?
??
? ，
?
??????
???
?
?????『??
??
?
??
? ???
表21 海外取引の有無と rPRTRJへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
海外取引あり 9.3 1l.4 27.1 52.1 (n=149) 
国内取引のみ 0.0 9.2 27.7 63.1 (n=141) 
合計 4.8 10.4 27.4 57.4 (n=290) 
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柄を比較している。ここでも、これらの制度自体
は国内の法制度であるが、やはり海外に取引先を
もっ事業所が情報により敏感であるらしく、問題
をより認知してはいる O しかし、「積極的対応」を
している事業所は、海外との取引のあるところで
も1割前後にとどまっているO
表22から表24は、これらと18014001規格の取得
(予定)との関連を示している。 18014001規格の
環境マネジメントの第一段階は、関連環境法規の
遵守を確認することであるから、取得(予定)事
業所はおおむね各規制制度の内容を把握している
ようである。とはいえ、取得(予定)事業所の 9
割以上が知っている「家電リサイクル法Jと、 3
分の 2程度にとどまっている「改正廃掃法」、
iPRTRJには大きな差がある。しかしここでも
「積極的な対応」姿勢を示す事業所は、取得(予定)
事業所においても 1割から 2割にとどまっている。
制度を認知している事業所でも、過半数はいまだ
様子眺めの「対応未定jと回答している。
特に18014001規格を「よく知らない」と答えた
事業所は、これらの規制制度についても存在自体
を知らない事業所が多く、「改正廃掃法」について
は85.7%が、 iPRTRJについては96.4%が、「よく
知らない j と回答している。したがって、
18014001規格の取得が、規制制度への主体的な対
応を自動的に保障するものではないが、少なくと
も制度の認知を促すことは明かであり、この点で、
事業所聞に大きな情報ギャップが存在しているこ
表22 18014001取得(予定)と「家電リサイクル法Jへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
???? ?
?
???
? ?
?
?
? ? ?
?
?
?
?
?
???
、
。???
? ?
。 。 。
???。?
?
?
??
??
??
? ????? ，
?
?
??????
?
。??
??
??
?
???
??
?
?
?
?
????? ??? ???? ?
合計 5.0 47.0 24.9 23.1 (n=278) 
表23 18014001取得(予定)と「改正廃掃法」への対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
一『一一一一一一一一ー一一一一ー-ー一一一一一一ーー一一一一ーーーー一一一一一一ーー一一一一一『ーーーー一一一一一
取得(予定) 盟主 盟主 26.0 34.3 (n=72) 
取得予定なし 2.3 13.4 組& 50.0 (n=178) 
よく知らない 0.0 14.3 0.0 鎧よ (n=28) 
合計 7.0 15.0 28.6 49.4 (n=278) 
表24 18014001取得{予定}と rPRTRJへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
????????
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? ?
? ?
?
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? ?
????
???????
? ? ?
? ?
?
?
?
??
??
??
? ??
? ? ?
?
? ?
???
?
???????
?
??
?
?
??
??
??
????? ?? ????? ?
寺田:m環境マネジメントの限界と課題 35 
とがわかる。
表25から表27には、環境対策のきっかけと規制
制度の認知、対応をクロス集計しているが、ここ
でも顕著で一貫した差異がみられる。「市民の環境
意識の向上」、「囲内公害問題」がきっかけだと答
えた事業所(相対的に中小企業が多い)は、制度の
認知度や対応の必要d性の認識が低い。それに対し
て、表22から表24でも示したように、「国際的環境
規格jと回答した事業所が、「積極的対応jこそ 1
割から 2割と少ないものの、比較的問題認知が明
確で、一貫している。
「環境法の施行」がきっかけだとしている事業
所は、「よく知らない」という回答も多いが、制度
を知っている事業所の中では、比較的「対応の必
表25 環境対策のきっかけと「家電リサイクル法」への対応(%)
市民意識の向上
環境法の施行
国内公害問題
国際的環境規格
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
9.1 
3.2 
2.2 
盟ぷ
21.2 
鐙2
17.4 
盟議
45.5 
38.7 
52.2 
48.7 
24.2 
22.6 
28.3 
10.3 
(n=36) 
(n=32) 
(n=48) 
(n=41) 
他企業からの影響 3.3 13.3 73.3 10.0 (n=31) 
企業イメージ 盟企 20.0 30.0 鎧主 (n=21) 
合計 5.0 24.9 47.0 23.1 
表26 環境対策のきっかけと「改正廃掃法Jへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
市民意識の向上 3.0 
環境法の施行 6.5 
圏内公害問題 4.4 
国際的環境規格 盤斗
他金業からの影響 3.2 
9.1 
19.4 
6.7 
益斗
6.5 
30.1 
19.4 
33.3 
35.9 
弘主
57.6 
且S
堕S
17.9 
35.5 
(n=298) 
(n=36) 
(n=32) 
(n=48) 
(n=41) 
(n=31) 
企業イメージ 4.8 盤.a 14.3 57.1 (n=21) 
合計 6.8 14.6 28.2 50.4 (n=298) 
表27 環境対策のきっかけと rPRTRJへの対応(%)
積極的に 対応は 対応未定 よく知らない
対応 必要
市民意識の向上 3.1 6.3 31.3 59.4 (n=36) 
環境法の施行 6.5 12.9 22.6 58.1 (n=32) 
国内公害問題 2.2 2.2 22.2 73.3 (n=48) 
国際的環境規格 並品 盟主 41.0 28.2 (n=41) 
他企業からの影響 3.2 6.5 鐙A 41.4 (n=31) 
企業イメージ 4.8 14.3 9.5 71.4 (n=21) 
一』ーー一一一ー---干『一一一一ーー--ー一一一一一一一一一一ーー一一ーー一一ーー一一--一一一ーー一一一ーー一一一四
合計 4.7 10.5 27.3 57.5 (n=298) 
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要性」がよく認識されている。それとは逆に、「他
企業からの影響jがきっかけだとしている事業所
では、「よく知らない」は「国際的環境規格Jにつ
いで少ないにもかかわらず、対応の積極性、必要
性の認識に乏しく、全体でみても「対応未定」と
いう消極的な姿勢が強い。これらの事業所は、取
引先や関連企業等からの情報は比較的豊富であっ
ても、他の事業所や業界の決定には追従するもの
の、受身的で主体性を欠いている。したがって、
情報の存在自体が事業所の対策を促すものではな
いといえる。逆に、「市民の意識jや「公害問題j
がきっかけであった事業所は、情報の少なさゆえ
に対応に遅れをとっているが、姿勢としては積極
性をもっ事業所も多いので、情報ルートをもつこ
とが今後の課題となろう。
5.むすびにかえて
本調査の調査対象となった電機・電子産業は、
輸出型産業であること、「クリーン産業」といわれ
ながら有機溶剤による地下水汚染など、「ハイテク
汚染Jの汚染源で、あったこと、省エネなど、「環境
へのやさしさJをアピールすることで商品や企業
のイメージ・アップを図ろうとしていることなど
から、比較的早くからお014001などの環境マネジ
メントの導入に取り組んだ業種であった。
確かに調査の知見からは、従業員100人以上の大
規模な事業所を中心に、特に製造工程での環境対
策や事業所の内外における環境活動においてかな
りの割合の事業所が対策を講じていることが判明
した。また、やはり大規模事業所を中心として多
くの事業所がI8014001国際環境規格の取得をしつ
つある O
調査結果に典型的に現れているのは、大規模な
事業所で海外とも取引関係を持ち、業界団体等か
らの情報を得ている事業所が、特に「省エネ設備」
設置など「設備型J環境対策や、「社内環境規定j
策定、「従業員の環境教育jなど「環境管理システ
ム構築型」対策においてより進んだ対策を講じて
いる点であった。それに対して、典型的には、取
引先が囲内に限られ、有害廃棄物を排出するよう
な製造工程を持たず、組立工程中心の下請け企業
であるような小規模事業者は、情報源も業界団体
等からの専門的なものが少ないため、「設備型J環
境対策やI8014001取得のような「環境管理システ
ム構築」においては遅れをとっている。しかしそ
うした事業所も廃棄物や梱包材の削減、用紙回収
やリサイクル、節電といった「非設備型・節約型」
環境対策においては、大規模事業者とも大差ない
ほどの割合の事業者が対策を講じていることも判
明した。
大規模事業者についていえば、確かに先進的な
理念に基づいた、自励的に環境対策を発展させる
ことができる環境マネジメント・システムの組織
化を推進している事業者は多いが、同時にこれら
の事業者は、有害廃棄物の大量の排出など、小規
模事業者に比べて格段に環境負荷の大きな企業で
ある場合が多い。確かに講じられている対策の項
目数は多いが、産廃の専門部署の設置や処分場の
現場確認などの対策は排出事業所数に比べて十分
とは言えない。したがって、環境管理システムの
充実自体は、環境マインドの高揚や情報収集のた
めにも基本的な条件として重要であるが、それを
すればただちに「環境にやさしい」、すなわち実際
に環境負荷の小さい企業になれるわけではない。
そこに、産廃の排出段階で減量する経済的イン
センテイブを与える、「拡大排出者責任」、「有害物
質排出移動登録」などの新たな環境規制制度の存
在理由がある。これらについても、大規模事業者
にはある程度情報が行き届いているが、環境規格
を取得した事業所においてもいまだ対応に遼巡し
ている事業所が多く、まして小規模事業者におい
ては、その存在すら知られていない場合が多い。
企業が自主的により高次の環境対策を発展させ
ていくことを促すI8014001のような環境マネジメ
ント・システムの必要性はいうまでもないことで
あるが、同時に、先進的な環境対策により、真に
環境負荷を削減した企業、本来の意味で「環境に
やさしいJ企業が社会的・経済的にも報われるた
めの枠組みとなる「拡大排出者責任」原則を伴っ
た廃棄物規制等が制度化されることが、ぜひとも
必要で、あると思われる。
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In this article， we examine factors that promote or impede environmental pollution abatement 
actions among electronic equipment manufacturers. The primary cause proved to be the scale of 
company. Large幽scalemanufacturers are more likely to promote equipment-intensive pollution 
abatement such as installing energy saving equipment， and construction of environmental manage-
ment systems including establishment of environmental management rules and promotion of envi-
ronmental education for workers. Larger companies tend to have intemational trade relationship， 
which makes intemational environmental standard such回 18014001 more rewarding and also 
makes each manufacturer better informed through their trade relationship. 
8maller manufacturers， on the other hand， often limited in domestic market and in assembly 
line manufacture without discharging any industrial waste， are less likely to promote pollution 
abatement equipment or environmental management system. However， smaller manufacturers also 
practice environmental actions， primarily non equipment-intensive ones， such as reducing waste 
and wrapping， recycling paper， and saving electrici匂.
Manufacturers adopting environmental management system， typically larger manufacturers， 
have more information on recent regulation such as Home Electric Equipment Recycling Act， and 
recognize necessity to take actions. Although having advantage of well-organized environmental 
management system， these larger manufacturers hesitate to act positively in general， lacking prac-
tical measures to reduce the amount of their industrial waste. This seems the insufficiency of the 
existing environmental self-management system and lead us to adopt the principle of“extended 
producers responsibility"， which in tum enable us to give them more incentives and responsibility 
to reduce environmental burden and risks. 
